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議案第39号 説明資料 

幕別町指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

現  行  条  例 改  正  条  例 

 

○幕別町指定地域密着型サービス基準条例 
（平成25年３月22日 条例第15号） 

 

第１条～第５条   略 

 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第６条   略 

⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たる介護

福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者をいう。以下この章にお

いて同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常生活上の世話（以

下この章において「定期巡回サービス」という。） 

 

 

⑵～⑷   略 

 

第７条～第16条   略 

 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第17条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則（平成

11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第65条の４各号のいずれにも

該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画（法

第８条第24項に規定する居宅サービス計画をいう。）の作成を指定居宅介護支援

事業者に依頼する旨を町に対して届け出ること等により、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を

説明すること、指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法

 

○幕別町指定地域密着型サービス基準条例 
（平成25年３月22日 条例第15号） 

 

第１条～第５条   略 

 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第６条   略 

⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たる介護

福祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者（介護保険法施行規則

（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第22条の23第１項

に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）をいう。以下こ

の章において同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常生活上の

世話（以下この章において「定期巡回サービス」という。） 

⑵～⑷   略 

 

第７条～第16条   略 

 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第17条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が施行規則第65条の４各号

のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サー

ビス計画（法第８条第24項に規定する居宅サービス計画をいう。）の作成を指定

居宅介護支援事業者に依頼する旨を町に対して届け出ること等により、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サービスとして受けること

ができる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供するこ

とその他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならな
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現  行  条  例 改  正  条  例 

定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならない。 

 

第18条～第39条   略 

 

（地域との連携等） 

第40条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、地域の医療関係者、町の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の46条第１項に規定する地域包括

支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有する

者等により構成される協議会（以下この項において「介護・医療連携推進会議」

という。）を設置し、おおむね６月に１回以上、介護・医療連携推進会議に対し

て指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・医療連

携推進会議による評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２～４   略 

 

第41条～第46条   略 

 

（指定夜間対応型訪問介護） 

第47条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護においては、定

期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下この章において

「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境等を把握した上で、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基に

訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条

第２項に規定する政令で定める者をいう。以下この章において同じ。）の訪問の

要否等を判断するサービス（以下「オペレーションセンターサービス」とい

う。）及びオペレーションセンター（オペレーションセンターサービスを行うた

めの次条第１項第１号に規定するオペレーションセンター従業者を置いている事

務所をいう。以下同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介

護（以下この章において「随時訪問サービス」という。）を提供するものとす

る。 

い。 

 

第18条～第39条   略 

 

（地域との連携等） 

第40条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、地域の医療関係者、町の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の46第１項に規定する地域包括支

援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有する者

等により構成される協議会（以下この項において「介護・医療連携推進会議」と

いう。）を設置し、おおむね６月に１回以上、介護・医療連携推進会議に対して

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・医療連携

推進会議による評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２～４   略 

 

第41条～第46条   略 

 

（指定夜間対応型訪問介護） 

第47条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護においては、定

期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下この章において

「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境等を把握した上で、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基に

訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条

第２項に規定する政令で定める者（施行規則第22条の23第１項に規定する介護

職員初任者研修課程を修了した者に限る。）をいう。以下この章において同

じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以下「オペレーションセンターサー

ビス」という。）及びオペレーションセンター（オペレーションセンターサービ

スを行うための次条第１項第１号に規定するオペレーションセンター従業者を置

いている事務所をいう。以下同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対

応型訪問介護（以下この章において「随時訪問サービス」という。）を提供する
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現  行  条  例 改  正  条  例 

 

２   略 

 

第48条～第60条の８   略 

 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第60条の９   略 

⑴～⑶   略 

⑷ 指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっ

ては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの

提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑸   略 

⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握し

つつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望

に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２に規定する認知症をい

う。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応し

たサービスの提供ができる体制を整えるものとする。 

 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第60条の10   略 

２～４   略 

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型通

所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

 

第60条の11～第60条の20の２   略 

 

（準用） 

第60条の20の３ 第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第21条、第23

条、第29条、第35条から第39条まで、第42条、第54条、第60条の２、第60条の４

及び第60条の５第４項並びに前節（第60条の20を除く。）の規定は、共生型地域

密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第10条第１項中

「第32条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程（第60条の２に規定する運

ものとする。 

２   略 

 

第48条～第60条の８   略 

 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第60条の９   略 

⑴～⑶   略 

⑷ 地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たって

は、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提

供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑸   略 

⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握し

つつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望

に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２第１項に規定する認

知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性

に対応したサービスの提供ができる体制を整えるものとする。 

 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第60条の10   略 

２～４   略 

５ 地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型通所

介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

 

第60条の11～第60条の20の２   略 

 

（準用） 

第60条の20の３ 第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第21条、第23

条、第29条、第35条から第39条まで、第42条、第54条、第60条の２、第60条の４

及び第60条の５第４項並びに前節（第60条の20を除く。）の規定は、共生型地域

密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第10条第１項中

「第32条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程（第60条の２に規定する運
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現  行  条  例 改  正  条  例 

営規程をいう。第35条において同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下

「共生型地域密着型通所介護従業者」という。）」と、第35条中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」

と、第60条の５第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者

が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外の

サービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業

者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地

域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第60条の９第４号及び第

60条の10第５項中「指定地域密着型通所介護従業者」とあり、並びに第60条の13

第３項中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護

従業者」と、第60条の19第２項第２号中「次条において準用する第21条第２項」

とあるのは「第21条第２項」と、同項第３号中「次条において準用する第29条」

とあるのは「第29条」と、同項第４号中「次条において準用する第39条第２項」

とあるのは「第39条第２項」と読み替えるものとする。 

 

第60条の21～第204条   略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営規程をいう。第35条において同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下

「共生型地域密着型通所介護従業者」という。）」と、第35条中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」

と、第60条の５第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者

が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外の

サービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業

者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地

域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第60条の９第４号、第60

条の10第５項及び第60条の13第３項中「地域密着型通所介護従業者」とあるの

は「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第60条の19第２項第２号中「次条に

おいて準用する第21条第２項」とあるのは「第21条第２項」と、同項第３号中

「次条において準用する第29条」とあるのは「第29条」と、同項第４号中「次条

において準用する第39条第２項」とあるのは「第39条第２項」と読み替えるもの

とする。 

 

第60条の21～第204条   略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


